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Ⅰ．調査時期

Ⅱ．調査対象

Ⅲ．調査項⽬

新潟県に本社が所在する⼤企業（資本⾦10億円以上）、および中堅企業（10億円未満）146社（製造業、⾮製造業）と
全国の⼤企業・中堅企業 3,482社（製造業、⾮製造業）との⽐較を⾏った。

2025年7⽉3⽇（⽊）を期⽇として実施。

＊回答社数は1問でも有効回答があった企業。
各設問の回答社数は上記を下回るものが多い。

 事業全般
 国内設備投資の状況
 ⼈的投資の状況
 カーボンニュートラル実現、サステナビリティ対応に向けた取り組み
 ＡＩの活⽤状況

調査概要

2

対象 回答状況＊

製造業 ⾮製造業

全国 ⼤企業（資本⾦10億円以上） 919 375 544

中堅企業（10億円未満） 2,563 939 1,624

合計 3,482 1,314 2,168

うち、新潟⼤企業（資本⾦10億円以上） 19 9 10

中堅企業（10億円未満） 127 42 85

合計 146 51 95
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要旨
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1．事業全般
 物価上昇や構造的な⼈⼿不⾜による⼈件費上昇をリスク要因と捉える企業が多い。成⻑要因としては⽣成AIなどの新技術が最も多く挙げられたほか、新

潟では全国より⾼齢化社会と回答する割合がやや⾼い。
 ⽶国の関税強化により想定される影響と対応について、影響精査中あるいは特に影響ないとの回答が多いなか、製造業で⽶国での販売価格引き上げや

不確実性による投資先送りとの回答がみられた。⽇本については、⽣産・輸出拠点として拡⼤するとの回答が縮⼩を⼤きく上回り、⽶国、中国では拡⼤、縮
⼩する企業ともにみられた。

 物価上昇への対応として価格転嫁が⼗分ではないとの回答が多いが、前年と⽐べ製造業では価格転嫁できているとの回答の割合が⾼い。

2．国内設備投資の状況
 2025年度の投資計画を押し下げる要因は、投資内容の精査や⼯事費⾼騰に伴う⾒直し、⼯期の遅れとの回答の割合が⾼い。前年度⾒送った場合の

対応策については、⼤半の企業が計画を維持すると回答している。

３．⼈的投資の状況
 幅広い役職・職種・スキルでの⼈材が不⾜しており、⼈材獲得のために採⽤強化や賃⾦引上げに取り組む企業が多い。⼈材獲得以外では、業務の合理

化、デジタル活⽤、⾃動化投資が多く、⼈⼿不⾜に対応するための省⼈化投資のニーズは引き続き旺盛と考えられる。
 ⼈的投資への取り組みとしては、⼈材の確保や賃⾦引上げに多く回答が集まった。また、8割超の企業で賃⾦引上げを実施済みであり、うち約７割の企業

が今後も引き上げを検討すると回答している。

４．カーボンニュートラル実現、サステナビリティ対応に向けた取り組み
 取り組みが加速することで想定される事業への影響は、設備⼊れ替えの契機とする回答が最多で、次いでサプライチェーン全体での対応が挙げられた。
 実現に向けた課題は、技術的な問題に加え、販売価格への転嫁との回答も多く、脱炭素の取り組みを続けるなかでコスト増をいかに販売価格に転嫁して

いくかが課題となっている。
 カーボンニュートラル以外の関⼼事項についてはBCM・災害対応が多く、新潟県の回答は全国を上回った。2024年の能登半島地震において、新潟県内で

も被害が発⽣したことにより、企業の意識を⾼めた可能性がある。

５．ＡＩの活⽤状況
 AI、IoTについて、関⼼が⾼まっているとの回答は増加したものの、活⽤しているまたは活⽤を検討しているとの回答の増加は限定的で、全国の動向と⽐べ

てやや遅れがみられる。
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 事業上の影響が⼤きいリスク要因については、「物価上昇」と「⼈件費上昇」が最も多く、「⼈⼿・後継者不⾜」と「⾦利上昇」
がこれらに次いだ。

 構造的な⼈⼿不⾜と、これに伴う⼈件費の上昇及び物価上昇が企業にとってのリスクとなっている。

(５つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

（％）

全国全産業【3,303】

新潟全産業【139】

図表1  事業への影響が⼤きいリスク要因
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 事業への影響が⼤きい成⻑要因については、⽣成AIなどの「新技術」が最も多く、「内外の政策⾒直し」「サスティナビリティ対
応」が次いだが、回答は⽐較的分散している。

 新潟県では、全国に⽐して「⾼齢化社会」を成⻑要因と捉える割合がやや⾼く、⾸都圏などと⽐較して⾼齢化率が⾼いこと
が影響した可能性がある。⼀⽅、「⽶国景気」「中国景気」などの海外景気については、全国よりも回答が少なかった。

図表2  事業への影響が⼤きい成⻑要因

(５つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

（％）

全国全産業【3,041】

新潟全産業【122】
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⽶国の関税強化による影響と対応

6

 全産業の４割が「特に影響なし」と回答しており、事業内容からもともと影響がない企業も⼀定数みられる。何らかの影響が
懸念される企業でも、「影響精査中」や「影響はあるが特に対応しない」との回答が多い。

 その他の回答では、製造業で「⽶国での販売価格引き上げ」や「不確実性による投資先送り」との回答がやや多かった。
※当調査は⽶国との関税交渉妥結前に実施

図表3 ⽶国の関税強化による影響と対応
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⽶国の関税強化による拠点の変化
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 「⽇本」については、⽣産・輸出拠点として拡⼤するとの回答が縮⼩を⼤きく上回った。経済安全保障の⾼まりなどもあって、
国内中⼼で取り組む⽅針を反映した可能性がある。

 その他、東南アジア等では拡⼤するとの回答がみられたが、「⽶国」、「中国」では拡⼤、縮⼩する企業ともにみられた。

図表4 ⽣産・輸出拠点として拡⼤する国

（％）

(5つまでの複数回答、有効回答社数⽐）(5つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

図表5 ⽣産・輸出拠点として縮⼩する国

全国全産業【1,247】
全国製造業【599】
全国⾮製造業【648】

新潟全産業【37】
新潟製造業【17】
新潟⾮製造業【20】

全国全産業【919】
全国製造業【425】
全国⾮製造業【494】

新潟全産業【27】
新潟製造業【10】
新潟⾮製造業【17】

【新潟】 【全国】 【新潟】 【全国】
（％） （％） （％）
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物価上昇への対応

8

 燃料費や⼈件費等の⾼騰に伴う価格転嫁について、製造業、⾮製造業ともに約７割が「⼀部転嫁できているが⼗分ではな
い」と回答。

 前年と⽐べ、特に製造業で「価格転嫁できている」と回答している割合が⾼まっており、遅れていた価格転嫁が進みだした可
能性がある。

図表5 物価上昇に伴う販売価格への転嫁

(有効回答社数⽐）

（％）（％）
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9

国内設備投資の状況①（2025年度）

9

 2025年度の投資計画を押し下げる可能性がある要因は、「投資内容の精査、無駄の⾒直し」や「⼯事費⾼騰に伴う⾒直
し」のほか、製造業を中⼼に「⼯期の遅れ」の割合が⾼い。

図表6 2025年度国内設備投資計画の押し下げ要因
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(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

【全国】【新潟】

新潟全産業【109】
新潟製造業【39】
新潟⾮製造業【70】

全国全産業【2,697】
全国製造業【1,050】
全国⾮製造業【1,647】

（％）
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国内設備投資の状況②

10

(有効回答社数⽐）

（％）

図表7 国内設備投資を（⼀部）⾒送った場合、その後の対応

【全国】

【新潟】

 2024年度に投資を⼀部⾒送った場合の対応策については、⼤半の企業が「計画を維持する」と回答。
新潟県の製造業は、「計画を維持する」との回答が９割近くにのぼることから、今後の投資実現につながることが期待される。
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全産業【1,983】

製造業【850】

⾮製造業【1,133】

全産業【75】

製造業【28】

⾮製造業【47】

計画の中⽌ 計画の縮⼩ 計画の維持
計画の縮⼩ 計画の維持計画の中⽌
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不⾜する⼈材について

11

 どのような役職・職種・スキルを必要とするかは、業種や企業規模により異なるとみられるものの、幅広い役職・職種・スキルで
の⼈材が不⾜しており、「不⾜していない」との回答は１割未満にとどまった。

図表8 不⾜している⼈材の種類（役職・職種・スキルなど）

（％）（％）

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）
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IT⼈材・AI⼈材

⼈材は不⾜していない

その他
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0204060

経営⼈材

管理職

営業職

研究職

技術職・エンジニア

新規事業などの企画⼈材

現場の熟練労働者

現場の未熟練労働者

バックオフィス⼈材

IT⼈材・AI⼈材

⼈材は不⾜していない

その他

新潟全産業【133】
新潟製造業【49】
新潟⾮製造業【84】

全国全産業【3,274】
全国製造業【1,243】
全国⾮製造業【2,031】

【新潟】 【全国】
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⼈材獲得のための取り組み

12

⼈材獲得策として、「新卒採⽤の強化」および「中途採⽤の強化」による⼈⼿の確保が多く挙げられた。そのための施策として
は、「賃⾦引上げ」が多く、「福利厚⽣の拡充」が続く。

⼀⽅、外国⼈などを含めた「採⽤基準緩和」との回答は限定的である。

図表9 ⼈材獲得のために取り組む施策

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）
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採⽤基準緩和(外国⼈や⾼齢者など)

オフィス・⼯場などの執務環境の整備

⼊社前からの教育・育成

⾃社の社会的意義の追求

⼈的資本の開⽰

その他
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020406080100

新卒採⽤の強化
中途採⽤の強化
副業の受け⼊れ
業界再編(M&A)
賃⾦引上げ
再雇⽤
福利厚⽣の拡充
リモートワークの拡充
フレックス制の導⼊・拡充

採⽤基準緩和(外国⼈や⾼齢者など)
オフィス・⼯場などの執務環境の整備
⼊社前からの教育・育成
⾃社の社会的意義の追求
⼈的資本の開⽰
その他

（％）

【新潟】 【全国】

（％）

全国全産業【3,236】
全国製造業【1,234】
全国⾮製造業【2,002】

新潟全産業【132】
新潟製造業【48】
新潟⾮製造業【84】
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⼈⼿不⾜への対応策（⼈材獲得以外）

13

⼈材獲得以外の⼈⼿不⾜への対策としては、「業務の削減・合理化」のほか、「デジタル活⽤」の割合が⾼い。また、製造業
を中⼼に「⾃動化投資」の割合も⾼く、⼈⼿不⾜に対応するための省⼈化投資のニーズは引き続き旺盛と考えられる。

図表10 ⼈材獲得以外に取り組む施策

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）
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営業・稼働時間の削減

業務の削減・合理化

⾃動化投資(機械・ロボットなど)

デジタル活⽤

海外移転

他社との⼈材融通・連携

外部委託の拡⼤

従業員のリスキリング

その他

全国全産業【3,183】
全国製造業【1,221】
全国⾮製造業【1,962】

新潟全産業【129】
新潟製造業【47】
新潟⾮製造業【82】

【新潟】 【全国】

（％）（％）
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⼈的投資への取り組み

14

⼈的投資への取り組みとしては、「⼈材の確保」や「賃⾦引上げ」、および「研修などのOFF-JTの強化」との回答が多くみられ
た。

ウェルビーイングの浸透などもあり、「健康経営の推進」や「⽣産性向上のための労働環境整備」にも、⽐較的多くの回答が集
まった。

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

図表11 ⼈的投資への取り組み
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研修などのOFF-JTの強化

OJTの強化

⾃⼰啓発の補助拡⼤

⼈材の確保

賃⾦引上げ

社内起業の⽀援

ジョブ型雇⽤の導⼊

健康経営の推進
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成果連動の強化

介護⽀援

育児⽀援

その他

【新潟】 【全国】 （％）（％）

新潟全産業【131】
新潟製造業【47】
新潟⾮製造業【84】

全国全産業【3,235】
全国製造業【1,232】
全国⾮製造業【2,003】
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賃⾦引上げの状況

15

 賃⾦引上げの状況として、８割超の企業が賃⾦引上げを実施済みであり、うち約７割の企業が「今後も引上げを検討」と回
答するなど、企業による賃⾦引上げが続いている。

(有効回答社数⽐）

図表12 賃⾦引上げ

（％）（％）

既に実施しており、
今後も引上げを検討

既に実施しており、
今後引上げ予定はない

未実施だが、
引上げを検討

検討したが、
実施せず

実施・検討
予定なし
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カーボンニュートラル実現に向けた取り組みの影響

16

 カーボンニュートラル実現に向けた取り組みの影響として、「設備⼊れ替えの契機」 や「サプライチェーン全体での対応」との回
答が多く、 「事業拡⼤の契機」 や「ビジネスモデルの転換」といった回答は相対的に少ない。

 新潟県において、全国と⽐べた特徴的な回答の傾向はみられないものの、取り組みが徐々に具体化していることを伺わせる結
果となった。

図表13 カーボンニュートラルへの取り組み加速による事業への影響
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事業拡⼤の契機

ビジネスモデルの転換

サプライチェーン全体での対応

⻑期的な移⾏戦略の策定・開⽰

設備⼊れ替えの契機

専⾨部署設置などの⼈員配置転換

海外移転の加速

その他

新潟全産業【112】
新潟製造業【39】
新潟⾮製造業【73】

全国全産業【2,820】
全国製造業【1,120】
全国⾮製造業【1,700】

【全国】【新潟】
（％） （％）

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）
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カーボンニュートラル実現に向けた課題

17

 カーボンニュートラル実現に向けた課題については、「技術的な問題」に加え、「販売価格への転嫁」との回答も多く、脱炭素の
取り組みを続けるなかでコスト増をいかに販売価格に転嫁していくかが課題となっている。その他、「開発コストの問題」や「需要
が不透明」、「基準が不明確」など、課題は多岐にわたる。

図表14 カーボンニュートラル実現に向けた課題
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(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）
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貧困・格差
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⾃然資本・⽣物多様性
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その他

サステナビリティ対応の関⼼事項（カーボンニュートラル以外）

18

 サステナビリティ対応の関⼼事項について、全国的に⼤規模な災害が増加傾向にあるなかで、「BCM・災害対応」との回答が
多く、新潟県の回答は全国を上回った。2024年の能登半島地震では、新潟県内でも被害が発⽣したことで、企業の意識
を⾼めた可能性がある。

 その他の回答では「循環経済」、「経済安全保障」を挙げる企業が多く、「⼈権の尊重」や「DE&I」が次ぐ結果となった。

図表15 サステナビリティ対応の関⼼事項（カーボンニュートラル以外）

18

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

（％） （％）

新潟全産業【99】
新潟製造業【37】
新潟⾮製造業【62】

全国全産業【2,593】
全国製造業【1,039】
全国⾮製造業【1,554】

【新潟】 【全国】
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AIの活⽤状況

19

 AIの活⽤状況について、全国では、⽣成AIの普及に伴い「活⽤している」とした割合が製造業・⾮製造業ともに上昇傾向に
あり、３割近い企業が「活⽤している」と回答した。

新潟県においては、「活⽤予定はないが、社内的な関⼼が⾼まっている」との回答は増加したものの、「活⽤している」「活⽤を
検討している」との回答の増加は限定的で、全国企業の動向と⽐べてやや遅れがみられる。

図表16 AIの活⽤状況

(有効回答社数⽐）

（％）（％）

活⽤している 活⽤を検討している 活⽤予定はないが、
社内的な関⼼が⾼まっている

活⽤予定はなく、
関⼼も⾼まっていない
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本資料は著作物であり、著作権法に基づき保護されています。本資料の全⽂または⼀部を転載・複製する際は、著作権者の許諾が必要ですので、当⾏までご
連絡ください。著作権法の定めに従い引⽤・転載・複製する際には、必ず『出所︓⽇本政策投資銀⾏』と明記してください。

株式会社⽇本政策投資銀⾏ 新潟⽀店
〒951-8066 新潟市中央区東堀前通 六番町 1058番地1（中央ビルディング）
Tel 025-229-0711（代表）
HP https://www.dbj.jp/

20


